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１．はじめに． 
小路トンネルは第二京阪道路のうち約 265ｍの 4 連

めがねトンネルである。土被りは最大約 10m で、地表

面付近には盛土や沖積層が存在し、トンネルは大阪層

群の砂質土と粘性土の互層に位置する。4 連めがねと

いう特殊な形状に加え、人家が密集する住宅地の浅層

部に位置するため、周辺環境への配慮から、先進導坑

ピラーコンクリート支持方式が採用された。 
一般に、めがねトンネルにおけるピラーコンクリー

トは、覆工の一部として利用する場合が多く、その場

合には覆工と同等の鉄筋で補強されることが多い。小

路トンネルはウォータータイト構造であり、止水性の

確保のため、ピラーコンクリートを覆工の一部として

利用しない覆工支持形式とした。一次支保を支える機

能のみ有する必要があるため、施工中に引張応力が生

じる箇所のみ補強する設計とした。また、本坑一次

支保における鋼製支保工との連続性を考慮し、同等

の鋼製支保工を補強仕様の基本として、ピラー構造

の検討を行った。 

２．ピラーコンクリート構造の検討フロー 

4 連めがね構造をモデル化した二次元 FEM モデ

ルを用いて、トンネル掘削完了時を模擬した変形・

応力解析を実施し、ピラーの補強仕様の検討を行う。

図-3 に検討フローを示す。 

３．4 連めがね構造による応力解析 

解析は図-4 に示すように、まず、一次支保および

地盤をモデル化し、自重を付加することで、全土被り厚

相当の荷重が作用することを考慮した。 

（1）解析条件 

解析モデルは、地盤、吹付けコンクリートおよびピラ

ーコンクリートを平面ひずみ要素で、鋼製支保工を梁要

素でモデル化し、全て線形材料とする（図-5）。解析に

用いる地盤の物性値および支保部材の物性値を表-1 およ

び表-2 に示す。 

（２）解析結果 

解析結果を図-6 から図-8 に示す。覆工と接する部分(側 
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ピラー：平面ひずみ要素 

地山：平面ひずみ要素 

吹付け：平面ひずみ要素 

鋼製支保工：ビーム要素 

図-3 検討フローチャート

図-4 解析ステップ 

Step1 要素生成 

Step2 自重付加 

図-2 地層図 

図-5 モデル図（ピラー周辺）

図-1 構造図 
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部）には最大 10.0N/mm2の周方向圧縮応力、底盤部には最大 4.1N/mm2の周方向引張応力が発生することが分かる。 

４．設計照査 

応力解析の結果からは、底盤部のみ鋼材による補強が必要であるが、一 

次支保との連続性を考慮して、図-1 のように底盤部および側部に補強鋼材 

を設置する。引張に関しては底盤部に集中しているため、引張力は鋼材が 
全て受け持つものとし、ピラー底盤部の①,②,③を代表断面（図-7 参照）として照査を行う。まず、要素に生じて

いる引張応力に要素高さを乗じたものを、それぞれの要素の発生断面力とし、これらの和を各断面での発生引張力

とする。この発生引張力を設置するＨ形鋼の断面積で割ったものをその断面での引張応力度とし、許容応力度内に

あるかどうか確認する。表-3 に示すように発生応力度は許容応力度内となった。一方、圧縮に関しては、最大で

10.0N/mm2の圧縮応力が発生しているが、吹付けコンクリートの短期許容応力度 12.75N/mm2以下である。 

５．妥当性確認 

レベル１地震時の動的非線形

解析の結果、トンネルは図-9 の

ように変形し、底盤部および側

部にも引張応力が生じる結果と

なった。また、別途行った施工

手順を忠実に再現した三次元逐

次掘削解析の結果、施工途中にピラーに偏荷重が作用するような状態もあり、底盤部および側部に引張応力が生じ

た。これらの発生応力度が許容応力度内に収まることを確かめ、ピラー補強仕様の妥当性を確認した。 

６．おわりに 

 本稿では、二次元 FEM を用いた応力解析を行い、ピラーコンクリートの補強仕様を設計し、地震時を含めて

ピラーコンクリートの健全性を確認した。今後は、実際の本坑掘削に伴う周辺地山の動きや支保部材の応力状

態を監視し、本検討手法の妥当性の検討とトンネルの安定性を評価していく予定である。 
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表-2 支保部材解析用物性値 表-１ 地盤物性値 

図-6 主応力図 図-7 最大引張主応力図

 

図-8 最大圧縮主応力図
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表-3 照査結果 

図-9 最大引張主応力（地震時検討） 
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